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本論文の目的は、制度再編期における政党のポジショニング（政策選好の推移）の変化

が、なぜ、どのように、そしていかなる内容においてなされたのかについて、外部環境が

変動するなかでの政党の政治選択に着目し、政権交代をつうじて政党がもたらし得る革新

の可能性と限界について考察することにある。分析の対象となるのは、1994 年 7 月から

1997 年 5 月までのブレア（Tony Blair）党首の率いた野党時代の労働党である。 

ブレア労働党は、1994 年から総選挙が実施された 1997 年にかけて、きわめて特徴的な

ポジショニングの変化を示した。政党の提出した選挙綱領（マニフェスト）分析をもとに、

左右一次元軸上の政策選好の推移を分析した研究では、労働党は、1990 年代初頭の時点で

は、第三党の自由民主党よりも「左」に位置していた。ところが、1997 年総選挙の時には、

自由民主党を越えて中道ラインをわずかに「右」にまたがる位置にまで急速に移動し、「右」

に位置していた保守党との政策距離を縮めた。本論文は、のちにブレア流の「第三の道」

として知られるようになった労働党のポジショニングに着目し、それが既存の研究が強調

したような選挙要因あるいは制度要因による二大政党の政策的収斂への外生的な圧力の結



 
 

果なのか、それとも労働党による自律的な政治選択の結果なのかを検証した。 

行論にあたり、本論文では次の三つの分析枠組みを用いた。第一に、制度要因（経済政

策のパラダイム転換と戦後福祉国家の再編）、第二に、選挙要因（有権者の利益配置と政党

間競争）、第三に、党内要因（政策決定構造と党首脳部の政策志向）である。 

第一の制度要因では、1980 年代から 90 年代にかけてみられた経済政策をめぐるアイデ

ィアのパラダイム転換と戦後福祉国家再編への圧力の影響を分析した。とりわけ、ケイン

ズ主義的経済運営からいわゆるマネタリズムへの政策基調の転換に起因する、健全財政を

はじめとした新たな「ルール」が、野党の政策形成過程にいかなる作用をもたらしたのか

を検証した。分析にさいしては、野党にあったブレア労働党が政権奪還に向けた政策パッ

ケージを策定した 1990 年代半ばという時期が、ケインズ－ベヴァリッジ型福祉国家の経路

依存性と、戦後福祉国家という制度を再編する圧力とが同時に観察された過渡期であった

ことに注意を払った。本論文はこの制度上の過渡期を、多様な政策アイディアが拮抗する

「開放期」と捉えたうえで、この制度開放期に野党労働党が直面した制約と選択について

検証した。 

第二の選挙要因については、政党間競争と有権者配置にかんして、たとえば中位投票者

定理を応用した「追い上げの政治」論などが示すように、対抗政党は勝利政党の形成した

選好空間に適合するべく、ポジショニングを受動的に変化させるといった政党間の収斂仮

説の妥当性を検討した。制度要因と選挙要因にかんする本論文の分析の焦点は、新たに顕

在化した制約下において、政策形成上の自律的な裁量の余地にたいするアクターの認識の

在り方が、政党のポジショニングにどのような影響をもたらすのかという点におかれた。 

第三の党内要因については、野党労働党の政策形成構造と党首脳部の志向が、党のポジ

ショニングにどのように作用するのかを検証した。とくに、中央集権的な政策形成システ

ムを生み出した党の組織改革と党の体質の変化の結果、党内のどのレベルのアクターの政

策志向がポジショニングの決定に影響を与えたのかを分析した。 

これらの分析にさいし、筆者が使用した資料は主に次のとおりである。第一に、議会労

働党および院外組織の資料である。具体的には、マニフェスト、各種政策パンフレット、

ブレアをはじめとした党首脳部の私信や演説原稿、党大会議事録、影の内閣の議事録、全

国執行委員会議事録、ニュース・レターなどである。これらの資料は、主に Labour History 

Archive and Study Centre、およびキノック（Neil Kinnock）元党首の個人ペーパーを所



 
 

蔵する Churchill Archives Centre において収集した。なお、ブレアが党首に就任した 1994

年 7 月 21 日以降の影の内閣の議事録は、本論文執筆時点では非公開扱いとなっていた。次

に、分析対象期間に労働党の政策決定にかかわった関係者へのインタヴューで得られた証

言を用いた。インタヴューの主な対象者は、党首脳部（キノック、C.スミス［Chris Smith］

元影の社会保障大臣、フィールド［Frank Field］）元福祉改革担当閣外大臣など）、労働組

合関係者、党首脳部のアドバイザー、シンクタンク関係者などである。第三に、刊行され

ている主要関係者の日記および伝記、第四に、当該期間の議会議事録（庶民院・貴族院）、

第五に、当該期間の主要新聞５紙および雑誌をそれぞれ参照した。 

これらの資料を用いた分析で本論文が明らかにしたのは以下のとおりである。 

まず、労働党は、ポジショニングの決定にかんして、多岐にわたる有意の選択肢を有し

ていたことである。その一つの証左となるのが、バックベンチャーや院外組織ばかりでな

く、党首脳部のなかでさえも、志向性を異にする多様な政策案が提示されていたことであ

る。それらの政策案には、大別して、保守党政権下の政策とは明確な区別化をはかった社

会民主主義的な傾向をもつ革新的なものと、保守党政権下の政策の継承性を示したものと

があった。本論文が問うたのは、複数の選択肢のなかで決定されたポジショニングが、な

ぜ、どのように、そして何について、なされたのかであった。 

第一に、「なぜ」、つまりポジショニングを決定した要因についてであるが、本論文が実

証したのは、それぞれのアクターによる選挙要因と制度要因の認識の在り方が、ポジショ

ニングを左右したことである。周知のように、1992 年総選挙での敗退を受けて、労働党は、

ミドル・イングランドと呼ばれる新しい中間層と、金融界や産業界からの支持を確実にす

ることを目指し、これが議会労働党における了解事項となっていった。だが、了解事項の

共有が、党をしてある特定の政策パッケージに帰結すると結論づけることは早急であろう。  

ここで本論文が明らかにしたのは、たとえ同じ社会グループの支持動員を目指していた

としても、そこから導きだされた政策構想は一様ではないということである。具体的には、

党首脳部からは、中間層や経営者団体の利益を反映した政策とともに、明確に底辺層に利

する政策が併せて提示されていた。これに対して、党首室と選挙対策本部は、むしろ前者

の利益を表出することを最優先とし、中間層や経営者団体に不人気だと判断した政策群を

慎重に排除した政策パッケージを提示することを試みた。こうして 1997 年総選挙前に党首

室が導き出したのが、とりわけ税制と社会福祉の領域にかんする「変化なき政策」、つまり



 
 

保守党政権下の政策から大幅な変更を行わないという基本方針であった。 

次に、制度要因についても、経済政策をめぐる「ルール」をアクターがいかに認識した

のかによって政策構想に違いが生じたことを明らかにした。たとえば、経済政策と社会福

祉政策で影響力を行使した影の財務大臣ブラウン（Gordon Brown）は、「ルール」を遵守

することで市場の信頼を確保しているかぎりは、雇用や社会福祉政策の策定に裁量を発揮

し得ると考えていた。この認識があったからこそ、ブラウンは累進課税による所得再分配

などをつうじた社会的公正の実現が可能であると考え、この方針にもとづいた税制案を総

選挙の数カ月前まで頑強に主張し続けたのだった。このブラウンの政策案を退けたのが、

制約から導かれる裁量にかんしてブラウンとは異なる認識をもっていた党首室とその周辺

であった。 

第二に、「どのようにして」、つまり選択の過程であるが、党の政策形成過程では、党大

会での一人一票制の導入をはじめとして、労働組合の影響力を縮小し、党内の「民主化」

を促進する組織改革によって、逆説的に党首脳部への権限の集中が促された。影の内閣が

政策案を作成し、それを議会党と院外組織が追認するというトップダウン型の構造が生ま

れたといえよう。この政策形成過程の特徴は、影の内閣ではチームとしての連携がきわめ

て希薄であったこと、マニフェストの内容の最終検討段階では、党首室を中心とした閉鎖

的な意思決定メカニズムが生み出されていたことであった。 

最後に、「何に」ついてである。本論文では福祉国家再編期における政策構想の考察にさ

いして、先述のアイディアの「開放期」という観点に着目した。具体的には、「福祉から就

労へ welfare to work」の言葉に集約される福祉と雇用の相互関係の在り方について、六つ

の領域（就労支援、懲罰要件、就労の見返り、労働者保護、労働市場からの退出時の支援、

雇用創出）から政策選好の推移を検討した。まずブレア体制以前の労働党では、スミス（John 

Smith）党首の下で「ソーシャル・ヨーロッパ」に倣った社会民主主義的な構想が提示され

た。ブレアとその周辺は、このスミスの構想を支持する党内の実力者の意見を退け、クリ

ントン民主党政権を範とした、いわゆるワークフェア志向の政策パッケージへと軸足を移

動した。そのなかでブレアらは、対外的な発言では「ラディカル」を強調しながらも、マ

ニフェストでは、「変化なき政策」、つまり事実上保守党政権によって提示された政策の枠

組みに目立った変更を加えないという決定を行った。 

だが、とりわけ社会福祉にかんして実質的な革新性を排除したマニフェストとはうらは



 
 

らに、1997 年政権成立後、労働党は、公共サービスの大幅な拡充を漸進的に実行するとと

もに、底辺層に対して何通りもの「ひそかな再分配」を行った。それは対症療法的施策と

いうよりも、むしろブラウンらが政権成立前に入念に準備しながらもいったん排除された

政策プロジェクトを活用したものだと捉えることができる。ここでいう「ひそかな再分配」

は、業績回避の政治とも呼ばれ、底辺層に利する政策が生む正の実績を、政権の業績とし

て積極的には提示しないことを指す。本論文では、このような特殊な政治が行われた淵源

は、「変化なき政策」に帰結した 1997 年までのポジショニングをめぐる政治選択にもとめ

られるとした。すなわち、「変化なき政策」という党首室とその周辺による戦略的判断は、

政権成立後、このポジショニングから逸脱するような社会福祉政策の「業績」について明

確な言説を付与する余地を狭めたとみることができる。 

以上の考察を通じて、本論文が立証したのは、制度再編期において、イギリスの労働党

が示した「第三の道」というポジショニングは、外生的な制約要因が生み出した必然的な

結果であるというよりも政治選択の帰結であったということ、そして、このポジショニン

グをめぐる政治選択は、政権成立後の社会福祉政策の在り方を方向づける要因となったこ

とであった。 
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